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（様式－１ 表紙） 
 

 １ 調査名称：公共交通あり方検討業務 

 

 ２ 調査主体：名古屋市 

 

 ３ 調査圏域：名古屋市 

 

 ４ 調査期間：平成２５年度 

 

 ５ 調 査 費：４，４６３千円 

       （総合都市交通体系調査） 

 

 ６ 調査概要： 

本市では、今後の新たな交流社会を見据えた交通政策の方向性を示す『なごや新交通戦

略推進プラン』を平成23年9月に策定し、「安心・安全で便利な交通」「環境にやさしい

交通」「まちの賑わいを支える交通」を目標とし、まちづくりと連携した総合交通体系の

形成を目指している。 

今後、さらなる高齢化の進展、人口減少、厳しい財政事情など都市活力の低下が懸念さ

れる中、必要な公共交通サービス向上も視野に入れながら、これまでの公共交通サービス

の見直しを行い、中京都市圏の中核都市として、国際的・広域的な交流の促進と集約連携

型都市構造の実現に向けた公共交通体系の構築が求められている。 

本業務では、以上の背景をもとに、地下鉄、バスを主体とした本市の公共交通に関わる

現況及び課題を把握分析するとともに、今後の公共交通のあり方に関する検討を行うもの

である。 
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（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名：公共交通あり方検討業務委託 

 

 

 ２ 報告書目次 

 

第１章 調査の目的と全体構成 

１－１ 調査の目的 

１－２ 調査の全体構成 

 

第２章 本市を取り巻く状況と将来の見通し 

２－１ 人口減少、超高齢社会の到来 

２－２ 人口分布・施設立地の変化 

２－３ 市民の交通特性 

２－４ 公共交通に係る将来見通し 

２－５ 財政の現状把握 

２－６ 主要プロジェクト 

 

第３章 公共交通サービスの現状 

３－１ 市域全体における公共交通サービスの現状 

３－２ 都心アクセスの現状 

３－３ 都心部の現状 

３－４ 公共交通サービス水準の都市比較 

 

第４章 課題の整理 

 

第５章 今後の公共交通のあり方に関する検討 

５－１ 公共交通のあるべき姿の検討 

５－２ あるべき姿の実現に向けた検討 

 

第６章 マトリックス表の作成 

 

第７章 公共交通計画策定の必要性の整理 
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                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

   本調査は委員会、幹事会、事務局等の設置なし 

 

 ４ 委員会名簿等： 

   該当なし 
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（様式－３ａ 調査成果） 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

 

本市では、今後の新たな交流社会を見据えた交通政策の方向性を示す『なごや新交通戦

略推進プラン』を平成23年9月に策定し、「安心・安全で便利な交通」「環境にやさしい

交通」「まちの賑わいを支える交通」を目標とし、まちづくりと連携した総合交通体系の

形成を目指している。 

今後、さらなる高齢化の進展、人口減少、厳しい財政事情など都市活力の低下が懸念さ

れる中、必要な公共交通サービス向上も視野に入れながら、これまでの公共交通サービス

の見直しを行い、中京都市圏の中核都市として、国際的・広域的な交流の促進と集約連携

型都市構造の実現に向けた公共交通体系の構築が求められている。 

本業務では、以上の背景をもとに、地下鉄、バスを主体とした本市の公共交通に関わる

現況及び課題を把握分析するとともに、今後の公共交通のあり方に関する検討を行うもの

である。 

 

 ２ 調査フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．公共交通サービスの現状 

・市域全体 

・都心アクセス、都心部 

・都市比較 

３．課題の整理 

・現況と将来を踏まえた課題の整理 

４．今後の公共交通のあり方に関する検討 

・公共交通のあるべき姿の検討 

・あるべき姿の実現に向けた検討 

６．公共交通計画策定の必要性の整理 

５
．
マ
ト
リ
ッ
ク
ス
表
の
作
成 

１．本市を取り巻く状況と将来の見通し 

・地域特性の把握（人口、施設立地等） 

・市民の交通特性 

・公共交通に係る将来見通し 

・財政 

・主要プロジェクト 
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 ３ 調査圏域図 

 

調査圏域は名古屋市全域である。 

 

（注）緑色に着色したエリアは駅そば（駅から 800m圏）、赤線は小ゾーン境界（第５回中京都市圏パーソン

トリップ調査）、同心円は名古屋市都心（栄駅）を中心とした半径 3㎞、7㎞、11㎞、15㎞の円 

 

 

 

3㎞  

 

7㎞  

 

11㎞  

 

15㎞  
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（様式－３ｂ 調査成果） 

４ 調査成果 

 

１ マトリックス表の作成 

  本市と取り巻く状況と将来の見通し、公共交通サービスの現状、課題の整理、今後の公共交通のあ

り方に関する検討結果をマトリックス表で整理した。 

視
点 

現状及び将来の分析 
問題 

まち・公共交通の

あるべき姿 

公共交通に 

係る課題 現状 将来（趨勢） 

暮
ら
し
や
す
さ
（
日
常
の
移
動
） 

 名古屋市は住みやすいまちである

と認識されている。（市民の９割が

住みやすいと回答）（市政世論調査） 

 住みやすさには「交通の利便性」

が大きく影響している。（住みやす

い理由の第２位、住みにくい理由

の第１位）（同上） 

 駅そば居住者ほど外出率が高くな

っており、公共交通の利便性が住

みやすさに寄与している。（駅そば

とは、駅から800ｍに含まれる地域

（徒歩10分圏）） 

 都心周辺区（昼間人口比が 1 以上 2

未満の区）の昼間人口密度に対する

鉄道サービス水準は他の政令市に比

べ全体的に高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 昼夜間人口比1以上2未満の区における 

鉄道サービス水準 

 周辺区（昼夜間人口比が 1 未満

の区）の夜間人口密度に対する鉄道

サービス水準は他の政令市に比べ

やや低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 昼夜間人口比1未満の区における 

鉄道サービス水準 

 公共交通が不便な地域に居住する

高齢者の外出率は駅そば居住者

に比べ大きく低下する見通し。 

 

 

 

図 高齢者の外出率の推移（名古屋市居住者） 

 

 名古屋市民の外出率は、趨勢的

には将来低下する見通し。 

 

 

図 外出率の推移（名古屋市居住者） 

 

 高齢者の公共交通利用は将来増

加する見通し。 

（H37/H23=1.2倍、H47/H23=1.3倍） 

 

 

 

 

 

 

図 高齢者の公共交通利用トリップ数

の推移（名古屋市居住者） 

 

（注）将来（趨勢）は第５回中京都市圏パーソ

ントリップ調査結果等をもとに推計 

（以下同様） 

 居住地域（公共交

通の利便性）の違

いにより高齢者の

外出率に格差が生

じている。 

 駅そば居住者は、

公共交通の利用が

比較的容易である

が、非駅そば居住

者は、公共交通の

利用が容易でな

く、外出率が低下

してしまう。 

 本市は集約連携型

都市構造を目指し

ているのに対し、

バスをはりめぐら

せては拡散型の都

市構造になってし

まう。 

 高齢者が利用しや

すい公共交通環境

を構築する必要が

ある。 

 

 

 利便性の高い駅が

最大限活用され、

駅そば生活圏への

人口・施設の集積

が進んでいる。 

 駅そば生活圏では、

車に頼ることなく、

徒歩、自転車、公共

交通を使って、日常

生活が不自由なく

行える。 

 都心へも行きやす

い交通環境が整っ

ている。 

 将来の土地利用の

方向性にあった公

共交通サービスが

提供できている。 

将来の土地利用の方

向性に見合った交通

サービス（地下鉄、

ＬＲＴ、駅と生活拠

点を結ぶフィーダー

バス、チケット制）

の提供と各交通サー

ビスの相互連携 

60.4%

54.5%
51.1%
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50.4%

45.9%

40.0%
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視
点 

現状及び将来の分析 
問題 

まち・公共交通の

あるべき姿 

公共交通に 

係る課題 現状 将来（趨勢） 

に
ぎ
わ
い
・
魅
力 

 市外からの流入人口は平成７年を

ピークに減少に転じている。昼夜

間人口比も低下しているが、大阪

市、東京都区部に次いで高い水準

にある。 

 都心部に関連する指標が近年悪化

している。（都心部集中量の減少、百

貨店販売額の減少、税収入の減少） 

 名古屋駅周辺・伏見・栄地域はH25

に特定都市再生緊急整備地域に指

定され、名古屋駅周辺では民間主

導による大規模な再開発が進行中

である。 

 他の大都市圏と比較して自動車利

用率が高い。 

 敬老パスを所有する高齢者は、公共

交通の乗継利用割合が高い。 

（運賃抵抗が低いと推測される） 

 都心部（中区）の昼間人口密度に対

する鉄道サービス水準は他の政令市

と比べ低い水準となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 都心部（中区）の鉄道サービス水準 

 少子化、生産年齢人口の減少で、

通勤通学目的を中心に、都心（中

区）への集中トリップ数は将来減

少する見通し。 

ただし、自由目的トリップは高齢

者の増加により将来も現況と同

水準で推移する見通し。 

 

 

 

 

図 都心部（中区）への集中ﾄﾘｯﾌﾟ数の見通し 

注）予測値にはリニアの開業効果は含まれない。 

 

 H39年に東京・名古屋間のリニア

中央新幹線が開業 

 

 アンケート調査結果によると、公共

交通による中心市街地へのアク

セス向上、中心市街地内での回遊

性の向上が期待されている。 

資料：第５回中京都市圏総合都市交通体系調査 

（意識調査） 

 通勤・通学目的での

都心集中トリップ

数が大きく減少し、

都心のにぎわい低

下が懸念される。 

 

 都心から同一距離帯

でも居住地域によ

って都心への運賃

に差が生じている。 

 

 全ての人にとって

公共交通の乗り継

いで利用しやすい

運賃体系を構築す

る必要がある。 

 

 都心の公共交通サ

ービス水準が低く、

公共交通で回遊す

ることが難しい。 

 

 家族で都心に出か

ける際、公共交通利

用は自動車利用よ

り料金抵抗がある。 

 

 公共交通が便利な

都心でさえも、自動

車利用がしやすい

環境となっている

（駐車場が沢山あ

る、料金が安い等）。 

 市外、国外から多く

の来訪者が都心に

訪れ、賑わっている。 

 

 外国人にとって分か

りやすく利用しや

すい公共交通シス

テムとなっている。 

 

 運行サービスだけ

でなく、利用者に喜

ばれる付加価値サ

ービスを提供でき

る公共交通となっ

ている。 

 

 都心へのアクセス、

都心内の移動にお

いては、自動車の利

用ではなく、公共交

通利用が促進され

ている。 

 

 子育て支援施策と

連携した公共交通

サービスが提供さ

れている。 

 

 近隣市町から都心

へのスムーズなア

クセスが確保され

ている。 

賑わい・交流・観光

拠点としての都心部

における公共交通サ

ービスの充実 

 

都心へアクセスしや

すい公共交通環境の

整備 

 

都心アクセス、都心

内移動は自動車から

公共交通へ転換 

 

観光客、外国人、高

齢者等、誰にでもわ

かりやすい公共交通

サービスの提供 

 

公共交通サービスの

高付加価値化の促進 

 

子育て支援等、交通

分野以外の様々な施

策との連携推進 

安
心
・
安
全 

 高齢者人口の増加 

 運転免許保有者増加による交通

事故件数の増加 

 運転免許非保有者は保有者より

外出率が低い。 

 高齢者の外出において、公共交通

は大きな役割を果たしている。 

 高齢単独世帯の増加 

 

 高齢ドライバー（第１当事者）に

よる事故件数は大きく増加する

見通し。 

 

 

 

 

図 高齢ﾄ゙ ﾗｲﾊ゙ ｰによる交通事故件数の推移
（名古屋市居住者） 

※全国の高齢ドライバー（第１当事者）事故率

に基づく推計値 

 

 高齢者の公共交通利用は将来

増加する見通し。 

（H37/H23=1.2倍、H47/H23=1.3倍） 

 

 運転免許を保有す

る高齢者の増加、

加齢に伴う事故率

の上昇により、高

齢ドライバーが第

１当事者となる交

通事故件数が大き

く増加する可能性

がある。 

 高齢者が利用しや

すい公共交通環境

を構築する必要が

ある。 

 子育て世代の人々

は公共交通を使っ

て移動しづらい環

境となっている。 

・安心・安全な交通

環境が整備され

ている。 

 

・高齢者の免許返納

が進んでいる。 

 

・災害時においてバス

は機動性を発揮

する有効な交通手

段として位置付け

されている。 

高齢者の自動車事故

が今後さらに増加

すると予測される中、

安心・安全に移動で

きる環境づくり 

 

高齢者の自動車利用

から公共交通利用

への転換 

 

災害時に対応可能

な公共交通ネット

ワークと輸送力の

確保 
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視
点 

現状及び将来の分析 
問題 

まち・公共交通の

あるべき姿 

公共交通に 

係る課題 現状 将来（趨勢） 

健
康
・
福
祉 

 名古屋市居住の運転免許を持たな

い高齢者の外出率は周辺市に比べ

高い水準となっている。 

（公共交通のサービス水準や敬老パ

ス制度等の外出支援制度の影響が

考えられる） 

 高齢者は加齢に伴い外出率が低下 

 

 趨勢的には、高齢者の外出率は

低下する見通し。 

 

 

 

 

図 高齢者（65歳以上）の外出率の見通し 

（名古屋市居住者） 

 

 高齢者の外出支援

制度がなくなった

場合、外出率がさら

に低下することが

予想される。 

 高齢者の予防医

療・健康面からの悪

影響が懸念される。 

 

 高齢者が不自由な

く外出できる環境

が整っており、ちょ

っとした移動にお

いてもバスや地下

鉄が利用できる。 

 医療予防・健康面か

ら公共交通利用が

促進されている。 

 

健康・福祉の観点か

ら、予防医療としての

公共交通の位置付け

とその財源への充当 

財
政 

 市の財政は緊縮傾向 

（生活保護費や医療助成等の扶助

費が増加、現行制度の敬老パス一

部負担金の維持困難） 

 

 財政の収支バランス（歳入－歳

出）は現状ではプラスであるが、

歳入の減少、歳出の増加により、

大きくマイナスに振れる可能性

がある。 

 

 

 

 財政の悪化により、

市営交通事業への

補助や、敬老パス事

業への補助が大き

な制約を受ける可

能性がある。 

 

 市民の外出が促進

され、都市が活性化

し、本市の税収アッ

プにつながってい

る。 

 

税収アップと公共交

通サービス充実によ

る正のスパイラル化 

（税収アップ→公共

交通サービスの充実

→まちの活性化→税

収アップ→・・・） 

 

 

市
営
交
通
の
事
業
環
境 

 生産年齢人口の減少 

 市バスの運行頻度は需要が少なく

とも、１本／時間を維持 

 都心系統や系統長が長い路線等、

効率性の低い路線が存在 

 バス事業は厳しい経営状況 

 バスの輸送量は時間帯、方向によ

って偏りがある。 

 

 

 

 少子化、生産年齢人口の減少で、

通勤通学目的を中心に、全ての年

代で公共交通利用トリップ数は

将来減少する見通し。 

 地下鉄・市バス事業は厳しい経営

環境となることが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 何も手を打たなけ

れば、維持できない

路線が多く発生する

ことが予想される。 

 市営交通サービスの

低下が懸念される。 

 

 

・通勤通学交通だけで

なく、様々 な目的で

の移動手段として

公共交通が利用さ

れている。 

 

・市営交通サービスが

安定的に継続提供

できている。 

バスの効率的な運用

等、事業継続に向けた

サービス水準の見直

し 

 

既存の公共交通サー

ビスにこだわらない、

新たな需要喚起にも

つながる柔軟な公共

交通サービスの提供 

 

市の財政が緊縮傾向

となる中での公共交

通サービスに対する

効果的な公的関与 
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２ 公共交通計画策定の必要性の整理 

名古屋市を取り巻く人口構造・社会環境の変化が趨勢的に推移した場合、公共交通利用者が減少し、

地下鉄・市バス事業は厳しい経営環境となることが想定される。 

また、都心部関連トリップの減少による賑わいの低下、高齢ドライバー増加による事故の増加など、

まちづくりや安全・安心の面での課題も想定される。 

一方、名古屋市では、H39年に予定されるリニア中央新幹線の開業への対応や名古屋駅、栄地区の都

心部に係るまちづくりが計画されている。 

そのため、本調査で検討した公共交通の課題を解決するために、まちづくりと連携した公共交通計

画を策定し、それをもとに計画的かつ実行性ある諸施策についても実施していく必要がある。 

  公共交通計画にあたっては、利用者数だけでなく、公共交通の利便性向上がもたらす様々な効果を

多様な視点から捉え、負のスパイラルでなく、正のスパイラルを生み出す仕組みを構築していく必要

がある。 

 

 


